
参考  
 
いじめ防止対策推進法（抄） 
 
（学校の設置者⼜はその設置する学校による対処） 
第⼆⼗⼋条 学校の設置者⼜はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重⼤事
態」という。）に対処し、及び当該重⼤事態と同種の事態の発⽣の防⽌に資するため、速やかに、当該
学校の設置者⼜はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使⽤その他の適切な⽅法により当該
重⼤事態に係る事実関係を明確にするための調査を⾏うものとする。 
⼀ いじめにより当該学校に在籍する児童等の⽣命、⼼⾝⼜は財産に重⼤な被害が⽣じた疑いがある
と認めるとき。 
⼆ いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を⽋席することを余儀なくされている
疑いがあると認めるとき。 
2 学校の設置者⼜はその設置する学校は、前項の規定による調査を⾏ったときは、当該調査に係るい
じめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重⼤事態の事実関係等その他の必要な情
報を適切に提供するものとする。 
3 第⼀項の規定により学校が調査を⾏う場合においては、当該学校の設置者は、同項の規定による調
査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び⽀援を⾏うものとする。 
 
 
流山市いじめ防止対策推進条例（抄） 
 

 
 

 

 

招集し、会長が会議の議長となる。  

９  会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。  

１０  会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のとき  

 は、議長の決するところによる。  

１１  協議会は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意

見を聴くことができる。  

 （流山市いじめ対策調査会）  

第１６条  教育委員会に、法第１４条第３項に規定する附属機関として、

流山市いじめ対策調査会（以下「調査会」という。）を置く。  

２  調査会は、次に掲げる事項を担任する。  

（１）いじめの防止等に関する調査研究  

（２）市が実施するいじめの防止等のための対策に関する審議  

（３）重大事態（法第２８条第１項に規定する重大事態をいう。以下同

じ。）が学校で発生した場合における、その事実の確認並びに調

査及び審査  

３  調査会は、委員１０人以内で組織する。  

４  委員は、学識経験を有する者のうちから、教育委員会が委嘱する。  

５  委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員を生

じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

６  調査会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

７  会長は、調査会の会務を総理し、調査会を代表する。  

８  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠け  

 たときは、その職務を代理する。  

９  調査会の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が

招集し、会長が会議の議長となる。  

１０  会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。  

１１  会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のとき  

 は、議長の決するところによる。  

１２  調査会は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意

見を聴くことができる。  

 （重大事態への対応）  

第１７条  重大事態が学校で発生した場合には、教育委員会又は当該学

校は、法第２８条第１項の規定により、当該重大事態に係る事実関係
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招集し、会長が会議の議長となる。  

９  会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。  

１０  会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のとき  

 は、議長の決するところによる。  

１１  協議会は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意

見を聴くことができる。  

 （流山市いじめ対策調査会）  

第１６条  教育委員会に、法第１４条第３項に規定する附属機関として、

流山市いじめ対策調査会（以下「調査会」という。）を置く。  

２  調査会は、次に掲げる事項を担任する。  

（１）いじめの防止等に関する調査研究  

（２）市が実施するいじめの防止等のための対策に関する審議  

（３）重大事態（法第２８条第１項に規定する重大事態をいう。以下同

じ。）が学校で発生した場合における、その事実の確認並びに調

査及び審査  

３  調査会は、委員１０人以内で組織する。  

４  委員は、学識経験を有する者のうちから、教育委員会が委嘱する。  

５  委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員を生

じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

６  調査会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

７  会長は、調査会の会務を総理し、調査会を代表する。  

８  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠け  

 たときは、その職務を代理する。  

９  調査会の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が

招集し、会長が会議の議長となる。  

１０  会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。  

１１  会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のとき  

 は、議長の決するところによる。  

１２  調査会は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意

見を聴くことができる。  

 （重大事態への対応）  

第１７条  重大事態が学校で発生した場合には、教育委員会又は当該学

校は、法第２８条第１項の規定により、当該重大事態に係る事実関係
 

 

を明確にするための調査を行うものとする。  

２  教育委員会又は学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当

該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査

に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するも

のとする。  

３  第１項の規定により教育委員会が調査を行う場合においては、調査

会に依頼して調査を実施するものとする。  

４  第１項の規定により学校が調査を行う場合においては、教育委員会

は、同項の規定による調査及び第２項の規定による情報の提供につい

て必要な指導及び支援を行うものとする。  

 （市長の調査）  

第１８条  市長は、法第３０条第１項の規定により、学校から重大事態

が発生した旨の報告があった場合において、当該報告に係る重大事態

への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があ

ると認めるときは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、前

条第１項の規定により教育委員会又は学校が行った調査の結果につい

て、調査を行うことができる。  

２  市長は、前項の規定により調査を行ったときは、その結果を議会に

報告しなければならない。  

３  市長及び教育委員会は、第１項の規定により市長が行った調査の結

果を踏まえ、自らの権限及び責任において、当該調査に係る重大事態

への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な

措置を講ずるものとする。  

 （秘密等の保持）  

第１９条  協議会及び調査会の委員は、正当な理由なく、職務上知り得

た秘密及び個人情報を他人に漏らしてはならない。その職を退いた後

もまた同様とする。  

２  いじめに関する相談等に関係した者は、正当な理由なく、その際に

知り得た秘密及び個人情報を他人に漏らしてはならない。  

（財政上の措置）  

第２０条  市は、いじめの防止等のための対策を推進するために必要な

財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。  
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